
騒音の許容基準(資料)

提案理由

騒音レベルによって許容基準を定める場合には， ① 8

時間曝露に対する許容レベルと， ②騒音レベルと曝露時

間とのトレードオフ関係とが， 主要な問題となる.

①については， 現行の許容基準で暫定的に90dBAが

提唱されている1)諸外国で採用されている許容基準の

調査結果2)からみると，ほとんどの国で85dBAもしくは

90dBAのいずれか に定め られており， 85 dBAと90

dBAをイ井用している国もある.

②についてはほとんどの国で-3dB/倍時間または

-5dB/倍時間と定められている.

騒音レベルによって許容基準を定めることは， 合理性

を犠牲にして簡便性を重視することであるから， 単純な

基準にすることが望ましい. このため， ①については丸

めた値を採用し， ②については直線的な関係を採用する

ことにする.この条件のもとに， 265種の職場騒音の測定

成績を用いて， 現行の許容基準を整合性を保ちつつ， こ

れを簡便化することを検討した結果3)では①については

85dBAが， ②については-3dB/倍時聞が妥当である

ことが明らかとなった. 85 dBAとー5dB/倍時間の組

合せはいずれもこれらの値を採用すれば現行の許容基準

を適用する場合に比べて危険となる騒音の割合が約90%

に達することが知られた.また，85dBAと-3dB/倍時

間との組合せの場合はこれを約35%以下にとどめること

ができる.

なお， 上記の調査結果等の詳細については， 下記の文

献3 )を参照されたい.
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